
▼
軽
減
期
間

　

離
職
の
翌
日
か
ら
翌
年
度
末
ま
で

　

※�

雇
用
保
険
の
求
職
者
給
付
を
受
け
る
期
間

と
は
異
な
り
ま
す
。

　

※�

届
け
出
が
遅
れ
て
も
、
さ
か
の
ぼ
っ
て
軽

減
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

▼�

届
け
出　

こ
の
軽
減
措
置
を
受
け
る
た
め
に

は
、
届
け
出
が
必
要
で
す
。
雇
用
保
険
受
給

資
格
者
証
を
持
参
の
う
え
、
保
険
年
金
課
で

届
け
出
を
行
っ
て
く
だ
さ
い
。

▼�

問
い
合
わ
せ　

同
課
国
保
担
当
（
内
線

２
７
１
・
２
７
２
・
２
７
３
）

　

県
で
は
、
食
品
表
示
の
モ
ニ
タ
ー
活
動
を
し

て
い
た
だ
く
方
を
募
集
し
ま
す
。

▼
任
期　

６
月
～
平
成
25
年
３
月

▼�

内
容　

食
品
販
売
店
で
日
常
の
買
い
物
を
し

な
が
ら
、食
品
表
示
の
有
無
な
ど
を
確
認
し
、

定
期
的
に
報
告
す
る
（
年
間
20
店
舗
程
度
）。

▼�

研
修　

６
月
11
日
㈪
（
熊
谷
市
）
ま
た
は
12

日
㈫
（
さ
い
た
ま
市
）
の
午
後
、
指
定
す
る

会
場
で
研
修
予
定

▼
対
象　

県
内
在
住
で
20
歳
以
上
の
方

▼
募
集
人
数　

１
０
０
人

▼
謝
金　

報
告
に
応
じ
て
年
間
８
千
円

▼�

そ
の
他　

応
募
者
多
数
の
場
合
は
選
考
と
な

り
ま
す
（
選
考
結
果
は
５
月
中
に
通
知
予

定
）。

▼�

応
募
方
法　

住
所
、
氏
名
（
フ
リ
ガ
ナ
）、

年
齢
、電
話
番
号
、職
業
、応
募
理
由（
１
０
０

埼
玉
県
食
品
表
示
調
査
員
を

�

募
集
し
ま
す
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４
月
１
日
か
ら
、
市
民
で
あ
れ
ば
、
い
つ
で

も
優
待
料
金
で
回
数
の
制
限
な
く
、
草
津
温
泉

の
施
設
に
宿
泊
で
き
ま
す
。

　

利
用
で
き
る
施
設
な
ど
、
詳
し
く
は
地
域
づ

く
り
支
援
課
ま
で
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

▼�

問
い
合
わ
せ　

同
課
く
ら
し
安
心
担
当
（
内

線
２
５
２
）

▼�

対
象　

離
職
日
の
翌
日
か
ら
翌
年
度
末
ま
で

の
期
間
に
お
い
て
次
に
該
当
し
、
求
職
者
給

付
（
基
本
手
当
な
ど
）
を
受
け
る
方

　

①�

雇
用
保
険
の
特
定
受
給
資
格
者
（
倒
産
・

解
雇
な
ど
に
よ
り
離
職
し
た
方
）

　

②�

雇
用
保
険
の
特
定
理
由
離
職
者
（
雇
い
止

め
な
ど
に
よ
り
離
職
し
た
方
）

　

※�

雇
用
保
険
受
給
資
格
者
証
の
離
職
理
由
が

11
、
12
、
21
、
22
、
23
、
31
、
32
、
33
、

34
に
該
当
す
る
方
。

　

※�

高
年
齢
受
給
資
格
者
お
よ
び
特
例
受
給
資

格
者
は
対
象
と
な
り
ま
せ
ん
。

▼�

軽
減
額　

国
民
健
康
保
険
税
は
前
年
の
所
得

な
ど
に
よ
り
算
定
さ
れ
ま
す
が
、
前
年
の
給

与
所
得
を
そ
の
１
０
０
分
の
30
と
み
な
し
て

算
定
し
ま
す
。

字
程
度
）
を
明
記
の
う
え
、
４
月
23
日
㈪

（
必
着
）
ま
で
に
、
は
が
き
、
Ｆ
Ａ
Ｘ
、
Ｅ

メ
ー
ル
の
い
ず
れ
か
の
方
法
で
提
出
し
て
く

だ
さ
い
。【
郵
送
】
〒
３
３
０―

９
３
０
１�

さ
い
た
ま
市
浦
和
区
高
砂
３―

15―

１�

埼

玉
県
農
林
部
農
産
物
安
全
課
総
務
・
Ｊ
Ａ

Ｓ
法
担
当
【
Ｆ
Ａ
Ｘ
】
０
４
８―

８
３
０―

４
８
３
２
【
Ｅ
メ
ー
ル
】a4

0
7
0
-0
6
@

pref.saitam
a.lg.jp

▼�

問
い
合
わ
せ　

同
課
総
務
・
Ｊ
Ａ
Ｓ
法
担
当

☎
０
４
８―

８
３
０―

４
１
１
０

▼�

期
間　

平
成
25
年
３
月
使
用
分
ま
で
※
す
で

に
減
免
措
置
を
適
用
し
て
い
る
方
の
再
申
請

は
不
要

▼
対
象

　

①�

東
日
本
大
震
災
お
よ
び
福
島
第
一
原
子
力

発
電
所
の
事
故
に
よ
り
避
難
さ
れ
た
方
で

市
内
に
居
住
し
て
い
る
使
用
者

　

②�

東
日
本
大
震
災
お
よ
び
福
島
第
一
原
子
力

発
電
所
の
事
故
に
よ
り
避
難
さ
れ
た
方
を

受
け
入
れ
て
い
る
世
帯
の
使
用
者

▼
内
容

　

①
に
つ
い
て
は
全
額
減
免

　

②�

に
つ
い
て
は
前
々
年
（
震
災
前
）
同
月
の

使
用
量
と
比
較
し
、
超
過
分
を
減
免

▼�

申
請
書
類　

水
道
課
で
配
布
し
て
い
る
「
水

道
料
金
等
軽
減
・
免
除
申
請
書
」
に
必
要
事

項
を
記
入
し
、
必
要
書
類
（
り
災
証
明
書
ま

た
は
被
災
地
に
住
ん
で
い
た
こ
と
が
分
か
る

書
類
の
写
し
）
を
添
付
の
う
え
、
同
課
（
前

谷
１―

１�

水
道
庁
舎
）
へ
直
接
提
出
し
て

く
だ
さ
い
。

▼�

申
し
込
み
・
問
い
合
わ
せ　

同
課
業
務
担
当

☎
５
５
３―

０
１
３
１

　

本
市
で
は
、
東
日
本
大
震
災
発
生
直
後
か
ら

友
好
都
市
で
あ
る
福
島
県
白
河
市
に
、
下
水
道

業
務
を
経
験
し
た
土
木
技
術
職
員
を
派
遣
し
、

下
水
道
施
設
の
災
害
復
旧
支
援
を
し
て
い
ま
す
。

　

白
河
市
の
下
水
道
施
設
は
、
液
状
化
な
ど
に

よ
り
大
き
な
被
害
を
受
け
、
現
在
も
復
旧
作
業

が
行
わ
れ
て
い
ま
す
。
白
河
市
の
一
日
も
早
い

復
旧
を
支
援
す
る
た
め
、
引
き
続
き
８
月
末
ま

で
、
技
術
職
員
の
派
遣
を
延
長
し
、
被
害
の
調

査
や
設
計
お
よ
び
施
工
監
督
業
務
な
ど
を
行
い

ま
す
。

▼�

問
い
合
わ
せ　

下
水
道
課
工
務
担
当

　

☎
５
６
４―

０
３
０
３

草
津
温
泉
協
会
と

「
湯
っ
た
り
あ
っ
た
か
元
気
倍
増
事
業
」

�

を
始
め
ま
し
た

倒
産
・
解
雇
、雇
い
止
め
な
ど
で

�

離
職
さ
れ
た
方
へ

�

国
民
健
康
保
険
税
が
軽
減
さ
れ
ま
す

白
河
市
へ
の
下
水
道
災
害

�

復
旧
支
援
を
延
長
し
ま
す

東
日
本
大
震
災
お
よ
び
福
島
第
一
原
子
力

発
電
所
の
事
故
で
避
難
さ
れ
た
方
の

水
道
料
金
・
下
水
道
使
用
料
の
減
免
措
置

期
間
を
延
長
し
ま
す

液状化により隆起した下水管
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固
定
資
産
税
の
納
税
に
先
立
ち
、「
縦
覧
帳

簿
の
縦
覧
」
や
「
固
定
資
産
課
税
台
帳
の
閲
覧
」

に
よ
っ
て
、
固
定
資
産
の
内
容
を
確
認
す
る
こ

と
が
で
き
ま
す
。

《
縦
覧
帳
簿
の
縦
覧
》

　

土
地
ま
た
は
家
屋
に
固
定
資
産
税
が
課
税

さ
れ
て
い
る
方
は
、
縦
覧
帳
簿
で
市
内
の
土
地

ま
た
は
家
屋
の
価
格
を
縦
覧
す
る
こ
と
が
で

き
ま
す
。

▼�

日
時　

４
月
１
日
㈰
～
５
月
31
日
㈭
（
土
曜

日
、
祝
日
、
４
月
29
日
㈰
お
よ
び
５
月
６
日

㈰
を
除
く
）

　

 【
月
～
金
曜
日
】
午
前
８
時
30
分
～
午
後
５

時
15
分

　
【
日
曜
日
】
午
前
８
時
30
分
～
正
午

▼
場
所　

税
務
課
資
産
税
担
当

《
固
定
資
産
課
税
台
帳
の
閲
覧
》

　

固
定
資
産
税
の
納
税
義
務
者
は
、
４
月
１
日

か
ら
平
成
24
年
度
課
税
台
帳
を
閲
覧
し
、
所
有

す
る
固
定
資
産
の
課
税
内
容
を
確
認
す
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。

　

ま
た
、
借
地
お
よ
び
借
家
人
も
、
賃
借
権
な

ど
の
目
的
で
あ
る
固
定
資
産
に
限
っ
て
閲
覧
す

る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
そ
の
際
、
賃
貸
借
契
約

書
な
ど
の
確
認
を
必
要
と
し
ま
す
の
で
、
詳
し

く
は
同
課
資
産
税
担
当
ま
で
問
い
合
わ
せ
く
だ

さ
い
。

お
願
い

　

税
務
課
窓
口
で
は
、
縦
覧
お
よ
び
閲

覧
が
で
き
る
方
か
ど
う
か
を
確
認
す
る

た
め
、
運
転
免
許
証
や
健
康
保
険
証
な

ど
本
人
確
認
が
で
き
る
も
の
を
提
示
し

て
い
た
だ
い
て
い
ま
す
。
ま
た
、
代
理

の
方
が
来
る
場
合
は
、
委
任
状
な
ど
も

併
せ
て
持
参
し
て
く
だ
さ
い
。
ご
協
力

を
お
願
い
し
ま
す
。

▼�

問
い
合
わ
せ　

同
課
資
産
税
担
当
（
内
線

２
３
３
・
２
３
４
）

　

工
場
立
地
法
と
は
、
工
場
立
地
が
環
境
の
保

全
を
図
り
つ
つ
、
適
正
に
行
わ
れ
る
よ
う
に
定

め
ら
れ
た
も
の
で
す
。
工
場
の
新
設
・
増
設
な

ど
を
行
う
際
は
、
事
前
に
届
け
出
を
行
う
こ
と

を
同
法
で
義
務
付
け
て
い
ま
す
。

　

４
月
１
日
か
ら
法
律
が
改
正
さ
れ
た
た
め
、

同
法
の
相
談
窓
口
お
よ
び
届
け
出
の
権
限
が
市

に
移
り
ま
し
た
。

▼
対
象
工
場

　

 【
業
種
】
製
造
業(

物
品
の
加
工
修
理
業
を

含
む)
、
電
気
・
ガ
ス
・
熱
供
給
業
（
水
力
・

地
熱
発
電
所
を
除
く
）

　

 【
規
模
】
敷
地
面
積
９
千
平
方
メ
ー
ト
ル
以

上
ま
た
は
建
築
面
積
３
千
平
方
メ
ー
ト
ル

以
上

▼
基
準
の
内
容

　

 【
生
産
施
設
面
積
率
】
敷
地
面
積
の
30
～
65
％

以
下
（
業
種
に
よ
っ
て
異
な
り
ま
す
）

　
【
緑
地
面
積
率
】
敷
地
面
積
の
20
％
以
上

　
【
環
境
施
設
面
積
率
】
敷
地
面
積
の
25
％
以
上

▼
届
け
出
内
容

　

・ 

特
定
工
場
を
新
設
す
る
場
合（
敷
地
の
拡
張
、

建
築
物
の
増
設
な
ど
に
よ
り
、
特
定
工
場

に
該
当
す
る
こ
と
と
な
る
場
合
を
含
む
）

　

・
特
定
工
場
を
変
更
す
る
場
合

　

・ 

特
定
工
場
の
名
称
、
所
在
地
を
変
更
す
る

場
合

　

・ 

特
定
工
場
の
届
け
出
を
し
た
者
の
地
位
を

継
承
し
た
場
合

▼ 

届
け
出
期
限　

工
事
着
工
の
90
日
前
ま
で

　
（
内
容
に
よ
っ
て
30
日
前
ま
で
に
短
縮
可
）

▼ 

問
い
合
わ
せ　

商
工
観
光
課
商
工
振
興
担
当

（
内
線
３
８
３
）

　

昭
和
51
年
５
月
の
開
館
以
来
、
長
年
に
わ
た

り
ご
利
用
い
た
だ
い
た
行
田
市
勤
労
会
館
は
、

施
設
の
老
朽
化
が
著
し
い
た
め
、
３
月
31
日
で

廃
止
し
ま
し
た
。

　

ま
た
、避
難
所
に
指
定
さ
れ
て
い
ま
し
た
が
、

施
設
の
廃
止
に
よ
り
、
避
難
所
の
指
定
も
解
除

し
ま
し
た
の
で
、
同
館
に
避
難
を
予
定
し
て
い

た
方
は
、近
隣
の
避
難
所
を
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

▼�

問
い
合
わ
せ　

勤
労
会
館
廃
止
に
つ
い
て

は
商
工
観
光
課
商
工
振
興
担
当
（
内
線

３
８
３
）、
避
難
所
に
つ
い
て
は
防
災
安
全

課
防
災
担
当
（
内
線
２
８
２
）

固
定
資
産
の
確
認
に

�
縦
覧
・
閲
覧
が
で
き
ま
す

工
場
立
地
法
の
改
正
に
よ
り

　

４
月
１
日
か
ら
届
け
出
窓
口
が

�

変
わ
り
ま
す

勤
労
会
館
を
廃
止
し
ま
し
た

　市内の施行業者を利用して個人所有住宅の改修工事
を行った場合に、その工事費の一部を補助しています。
この制度は、平成23年度で終了する予定でしたが、東日
本大震災の影響を考慮して、平成24年度も実施します。

対　象

・市内在住の方
・ 改修工事を行う住宅の所有者で、現在居住してい

る方
・市税の滞納がない方
・ 市が実施する他の同様の補助や助成を受けてい

ない方

対象となる
工事

・住居部分に関する修繕、改装工事
・消費税を除く工事費が20万円以上の工事
・市内業者が行う工事
・平成25年3月31日までに終了する工事

補助金額 消費税を除く工事費の5％相当額（上限70,000円）

必要書類

①申請書　②住民票　③納税証明願　④固定資産
税課税明細書の写しまたはそれに準じるもの　⑤工
事見積書の写し　⑥現場写真
※ ①③の様式は商工観光課で配布しています。
　また、市ホームページからもダウンロードできます。

その他

・ 必ず工事着工前に申請してください（工事着工後
または完了済みの方の補助はできませんのでご
注意ください）。

・ 制度の利用は住宅一棟につき1回限りとなります。
・ 予算の範囲内での補助となりますので、年度途中

で終了する場合があります。

▶�申し込み・問い合わせ　商工観光課商工振興担当（内
線383）

住宅改修資金補助制度を１年延長します


